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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 第56期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載していない。 

４ 純資産額の算定にあたり、第58期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8

号）を適用している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) ― ― 37,934 43,269 40,861

経常利益 (百万円) ― ― 282 394 406

当期純利益 (百万円) ― ― 13,758 719 306

純資産額 (百万円) ― ― 2,133 4,329 4,632

総資産額 (百万円) ― ― 24,282 25,205 24,384

１株当たり純資産額 (円) ― ― 32.63 55.80 59.63

１株当たり当期純利益 (円) ― ― 248.30 9.83 3.96

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) ― ― 8.8 17.2 19.0

自己資本利益率 (％) ― ― ― 22.3 6.9

株価収益率 (倍) ― ― 0.6 19.6 26.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― △1,448 289 3,868

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 1,333 △259 △481

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) ― ― 906 661 △2,787

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) ― ― 3,692 4,383 4,981

従業員数 (名) ― ― 536 521 511



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載していない。 

３ 第56期より連結財務諸表を作成しているため、第56期以降の持分法を適用した場合の投資損失、営業活動に

よるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現

金及び現金同等物の期末残高は記載していない。 

４ 純資産額の算定にあたり、第58期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8

号）を適用している。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 52,822 44,016 35,603 38,815 35,752

経常利益又は 
経常損失（△）

(百万円) 229 △892 155 247 317

当期純利益又は 
当期純損失（△）

(百万円) △807 △21,868 13,678 613 240

持分法を適用した 
場合の投資損失

(百万円) 71 198 ― ― ─

資本金 (百万円) 3,760 3,760 1,171 1,886 1,886

発行済株式総数 (千株) 42,585 42,585 65,984 77,606 77,606

純資産額 (百万円) 7,693 △13,823 1,992 4,085 4,323

総資産額 (百万円) 65,563 52,805 22,905 23,435 22,451

１株当たり純資産額 (円) 180.75 △324.81 30.47 52.65 55.72

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

─

(─)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失（△）

(円) △18.97 △513.81 246.25 8.48 3.09

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 11.7 △26.2 8.7 17.4 19.3

自己資本利益率 (％) ― ― ― 20.2 5.7

株価収益率 (倍) ― ― 0.6 22.8 33.9

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △397 3,726 ― ― ─

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △469 152 ― ― ─

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,247 △1,258 ― ― ─

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 280 2,900 ― ― ─

従業員数 (名) 642 584 452 427 416



２ 【沿革】 

当社の創業は、大正９年３月、佐田徳蔵が前橋市に土木請負業および建設材料販売を業とする佐田組を

起こしたことに始まり、前会長佐田一郎から前社長佐田武夫に継がれ、平成16年4月より、現社長市ヶ谷

隆信が就任し、今日に至っている。 

昭和24年10月に資本金２百万円の佐田建設株式会社を設立し、平成19年３月時点資本金は18億８千６百

万円となっている。 

設立後の主な変遷は次のとおりである。 

 
  

昭和24年10月 東京支店開設

昭和24年12月 建設業法により建設大臣登録

昭和35年９月 埼玉支店開設

昭和37年８月 東京証券取引所市場第二部上場

昭和37年９月 本社所在地変更(新所在地 前橋市北曲輪町71番地)

昭和39年８月 新潟支店開設

昭和41年10月 大阪支店開設

昭和46年３月 本社所在地変更(新所在地 前橋市元総社町一丁目１番地の７)

昭和47年６月 新潟支店を北陸支店、浦和支店を関東支店に改称

昭和48年11月 東京証券取引所市場第一部上場

昭和49年３月 建設業法の改正により特定建設業者として建設大臣許可(特－48)第3567号、

一般建設業者として建設大臣許可(般－48)第3567号の許可を受けた。

昭和50年７月 宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として建設大臣免許(1)第2111号の

免許を受けた。

昭和57年７月 宇都宮出張所を宇都宮支店に改称

昭和60年４月 東北営業所を仙台支店に改称

昭和62年５月 ㈱リフォーム群馬設立

昭和62年５月 ㈱リフォーム埼玉設立(彩光建設㈱に改称)

平成元年４月 水戸支店開設

平成５年７月 佐田道路㈱設立

平成５年９月 仙台支店を東北支店に改称

平成８年12月 名古屋営業所を名古屋支店に改称

平成12年12月 埼玉支店と関東支店を統合し、さいたま支店に改称（関東支店閉鎖）

平成13年３月 前橋機材センターと桶川機材センターを統合（桶川機材センター閉鎖）

平成16年３月 栃木支店開設（宇都宮支店閉鎖）、茨城支店開設（水戸支店閉鎖）

平成16年10月 佐田道路㈱、㈱島田組、㈱リフォーム群馬、彩光建設㈱、㈱前橋機材センタ

ーの５社を連結子会社とした。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び連結子会社５社で構成され、建設事業を主な内容とした事業活動を展開して

おります。 

当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。 

  

建設事業 

当社グループは建設工事の受注・施工及びアスファルト合材等の販売を行っている他、㈱前橋機材セ

ンターは建設資機材の賃貸事業等を行っております。 

  

《事業の系統図》 

  
 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員である。 

   ２ 当社及び連結子会社は、単一事業分野において営業を行っているため、小分類である土木部門・建築部門

に区分して記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていない。また、労使関係についても特に記載すべき事項はない。 

  

名称 住所
資本金 

(百万円)
主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

佐田道路㈱ 群馬県前橋市 50 土木工事施工 100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
している。 
役員の兼任 ―名

㈱島田組 群馬県桐生市 60
建築土木請負・
建築資材販売等

100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
している。 
役員の兼任 ―名

㈱リフォーム群馬 群馬県前橋市 20
建築請負・
設計・施工

100.00 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
している。 
役員の兼任 １名

彩光建設㈱
埼玉県さいたま市 
大宮区

20
建築土木請負・
設計・施工

94.87 ―
建設工事の受注並びに施工協力を
している。 
役員の兼任 ―名

㈱前橋機材センター 群馬県前橋市 50
建設資機材の販
売及び賃貸等

100.00 ―
建設資機材の購入及び賃貸等をし
ている。 
役員の兼任 ―名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

土木部門 169

建築部門 176

全社共通 166

合計 511

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

416 44.1 21.3 4,604,899



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

（建設事業） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資は増加を維持し、雇用者所

得環境の緩やかな改善により個人消費は底堅く推移するなど、景気は緩やかな回復基調を持続いたしま

した。 

建設業界におきましては、民間設備投資は増加基調を持続しましたが、公共投資の縮減継続に加え受

注競争が激化し、依然として厳しい受注環境となりました。 

当社グループはこのような状況のもと、「適正な利益を確保できる企業体質の確立」を目指し、役職

員の意識改革、営業力の強化、施工管理と原価管理の改善、早期のリスク認識と回避等に全力で取組ん

で参りました。 

この結果、当連結会計年度の連結業績につきましては、受注高は403億9千5百万円（前期比17.7％

増）、売上高は408億6千1百万円（前期比5.6％減）、営業利益は4億4千9百万円（前期比5.9％減）、経

常利益は4億6百万円（前期比3.1％増）、当期純利益は3億6百万円（前期比57.4％減）、繰越高は289億

9千3百万円（前期比1.6％減）となりました。 

当社の業績につきましては、受注高は、土木工事89億1千5百万円（前期比11.0％減）、建築工事257

億6千5百万円（前期比29.5％増）、合計346億8千万円（前期比15.9％増）となりました。また、受注高

の工事別比率は、土木工事25.7％、建築工事74.3％であり、発注者別比率は、官公庁工事37.0％、民間

工事63.0％であります。 

売上高につきましては、土木工事118億5千7百万円（前期比9.7％減）、建築工事238億9千5百万円

（前期比7.0％減）、合計357億5千2百万円（前期比7.9％減）となりました。また、売上高の工事別比

率は、土木工事33.2％、建築工事66.8％であり、発注者別比率は、官公庁工事31.0％、民間工事69.0％

であります。 

繰越高につきましては、土木工事63億1千万円（前期比31.8％減）、建築工事207億8千8百万円（前期

比9.9％増）、合計270億9千9百万円（前期比3.8％減）となりました。また、繰越高の工事別比率は、

土木工事23.3％、建築工事76.7％であり、発注者別比率は、官公庁工事38.4％、民間工事61.6％であり

ます。 

当期純損益につきましては、受注環境の大幅な変化や引続く価格競争と工事主要材料等の調達コスト

増による採算悪化等により、2億4千万円（前期比60.9％減）の当期純利益となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における「現金及び現金同等物の期末残高」は、前連結会計年度末に比べ5億9千8

百万円増加し49億8千1百万円（前期比13.6％増）となりました。 

各キャッシュ・フローの状況等につきましては次のとおりです。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

営業活動の結果得られた資金は38億6千8百万円（前期比35億7千8百万円増）となりました。  

増加の主な内訳は、売上債権の減少9億4千2百万円、未成工事支出金の減少10億7千万円及び仕入債務の

増加23億2千5百万円であり、減少の主な内訳は、未成工事受入金の減少7億7千2百万円であります。 

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

投資活動の結果使用した資金は4億8千1百万円（前期比85.4％増）となりました。  

これは、主にアスファルトプラント関連等の固定資産の取得費用4億6千8百万円によるものでありま

す。 

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

財務活動の結果使用した資金は27億8千7百万円（前期比34億4千9百万円減）となりました。  

これは、主に短期借入金の返済27億8千7百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

 
  

(2) 売上実績 

 
（注）１ 当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２ 当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

  

なお参考のために提出会社の事業の状況は次のとおりである。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

 
(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその

増減額を含む。したがって、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 次期繰越工事高の施工高は年度末現在の実績である。 

３ 当期施工高は(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。 

４ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

区分

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(百万円)

前年同期比 
(％)

建設事業 34,314 40,395 17.7

合  計 34,314 40,395 17.7

区分

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

金額(百万円)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(百万円)

前年同期比 
(％)

建設事業 43,269 40,861 △5.6

合  計 43,269 40,861 △5.6

期別
工事 
区分

前期繰越 
工事高 

(百万円)

当期受注 
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

当期完成
工事高 
(百万円)

次期繰越工事高

当期施工高
(百万円)手持

工事高 
(百万円)

うち施工高

(％) (百万円)

前事業年度 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日

土木 12,369 10,013 22,382 13,129 9,252 18.1 1,677 13,196

建築 24,703 19,900 44,604 25,685 18,918 12.0 2,264 24,878

計 37,073 29,913 66,987 38,815 28,171 14.0 3,941 38,074

当事業年度 
自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日

土木 9,252 8,915 18,168 11,857 6,310 13.9 875 11,055

建築 18,918 25,765 44,683 23,895 20,788 6.3 1,309 22,940

計 28,171 34,680 62,852 35,752 27,099 8.1 2,185 33,995



(2) 受注工事高の受注方法別比率 

工事受注方法は、特命と競争に大別される。 

 
(注) 百分比は請負金額比である。 

  

(3) 完成工事高 

 
(注) １ 完成工事高のうち主なものは、次のとおりである。 

前事業年度 請負金額９億円以上の主なもの 

 
  

当事業年度 請負金額７億円以上の主なもの 

 
  

期別 区分 特命(％) 競争(％) 計(％)

前事業年度 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日

土木工事 27.3 72.7 100

建築工事 41.7 58.3 100

当事業年度 
自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日

土木工事 27.6 72.4 100

建築工事 33.9 66.1 100

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前事業年度 
自平成17年４月１日 
至平成18年３月31日

土木工事 9,736 3,392 13,129

建築工事 3,278 22,407 25,685

計 13,015 25,800 38,815

当事業年度 
自平成18年４月１日 
至平成19年３月31日

土木工事 8,581 3,275 11,857

建築工事 2,508 21,386 23,895

計 11,089 24,662 35,752

㈱伊佐建設 （仮称）船橋市藤原マンション新築工事

日本道路公団 近畿自動車道（紀勢線）三瀬工事

㈱カインズ カインズモール嵐山店新築工事

東日本高速道路㈱ 関越自動車道 魚沼地区災害復旧工事

関東地方整備局 埼玉県警察学校生徒寮建築工事

㈱山田製作所 ㈱山田製作所ポンプ事業部増築工事

㈱ノバック （仮称）御影郡家マンション計画

㈱カインズ （仮称）カインズモール行田店新築工事

東日本高速道路㈱ 日本海東北自動車道 松ヶ崎工事

中部地方整備局 平成１６年度 三遠南信古久蔵道路建設工事



２ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

前事業年度及び当事業年度ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

３ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

(4) 手持工事高(平成19年３月31日現在) 

  

 
(注) １ 手持工事高のうち請負金額５億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
２ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

３ 【対処すべき課題】 

今後の建設業界におきましては、民間設備投資は増加を維持するものと期待されますが、公共投資の

縮減継続や厳しい価格競争の影響により、引続き厳しい受注環境が続くものと予測されます。 

このような状況下、当社グループは、受注の確保と適正な利益が確保できる企業体質の更なる向上を

目指して、以下の施策を実施してまいります。 

①部門間の連携強化・営業力強化 

営業部門・施工部門・管理部門の連携を更に強化し、顧客のニーズに応えられる体制を構築し、受

注拡大を進めます。 

②リスク低減、施工・原価管理プロセスの強化 

早期のリスク認識・回避を行うとともに、施工管理と原価管理のプロセスを強化し、適正な利益確

保と不採算工事の発生を抑制します。 

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

土木工事 5,368 942 6,310

建築工事 5,028 15,760 20,788

計 10,397 16,702 27,099

東日本高速道路㈱ 北関東自動車道 藪塚インターチェンジ工事 平成19年５月完成予定

社会福祉法人筑西会 社会福祉法人筑西会 特別養護老人ホーム増築工事 平成19年８月完成予定

矢板市 上太田市営住宅（１号棟）新築工事 平成19年12月完成予定

㈲ケイアイファンディング （仮称）ウインズ新横浜新築工事 平成20年５月完成予定

東日本高速道路㈱ 京葉道路（改築）幕張ＰＡ休憩施設新築工事 平成20年８月完成予定



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業に関するリスクについて、投資者の判断に影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項には、次のようなものがあります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を

認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

また、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判

断したものであります。 

（受注状況について） 

予想を上回る公共事業の削減や経済情勢の変化により民間設備投資の減少が進んだ場合には、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 
当社グループは、営業部門・施工部門・管理部門の連携を更に強化し、受注の確保と収益力の向上に

全力で努めてまいります。 

（取引先の信用リスクについて） 

建設業においては、一般的に施工物件の引渡時に未回収の工事代金が残るケースが多いことから、工

事代金の回収前に発注者が信用不安に陥った場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、仕入先、外注先が信用不安に陥った場合にも、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（資材価格の変動について） 

当社グループは、施工管理と原価管理のプロセスを強化し、コスト削減に最大限の努力をしておりま

すが、予想以上に工事主要材料等の調達コストが高騰した際、請負金額に反映することが困難な場合に

は、業績に影響を受ける可能性があります。 

（退職給付債務について） 

年金資産の時価の下落や、運用利回り・割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に変更があった場

合には、業績に影響を受ける可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項なし。 

  

受注高
平成19年3月期   

（実績）
平成20年3月期   

（予想）
増減金額 前期比

百万円 百万円 百万円 ％

連結 40,395 43,472 3,077 7.6

個別 34,680 38,500 3,820 11.0



６ 【研究開発活動】 

当社では、技術推進室により、廃石膏ボードの再利用及びバイオマスプロジェクト等を推進しており

ます。なお、当連結会計年度における費用は軽微です。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

また、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末現在において当社グループが判

断したものであります。 

（財政状態の分析） 

当連結会計年度は、私的整理に関するガイドラインに基づく３ヵ年の「佐田建設再建計画」の最終年

度であります。 

 当社グループは、平成16年1月26日の再建計画公表以来、全役職員一丸となって、計画に掲げた諸施

策を実行してまいりました。 

その結果、財務の健全化につきましては、前倒しで計画を達成することができました。また、利益面

につきましても、３ヵ年連続の経常黒字を達成することができました。 

 これにより、「佐田建設再建計画」は終了となりました。 

 今後、弊社をさらに発展させて行くことが、皆様への恩返しと肝に銘じ、全役職員一丸となって業務

に精進してまいります。 

なお、計画と実績との主な比較内容は以下のとおりであります。 

①有利子負債 

有利子負債の削減を進め、前期に比べ27億8千2百万円（△54.1％）圧縮しました。また、計画との

比較は以下の表のとおりであります。 

 
②自己資本 

自己資本は前期に比べ2億3千8百万円増加し43億2千3百万円となり、自己資本比率は前期に比べ1.9

ポイント増加し19.3％となっております。また、計画との比較は以下の表のとおりであります。 

有利子負債（個別） 平成18年3月期 平成19年3月期

計 画（百万円） 10,343 4,800

実 績（百万円） 5,140 2,358

増減額（百万円） △5,203 △2,442

増減率（％） △50.3 △50.9

自己資本（個別） 平成18年3月期 平成19年3月期

計 画（百万円） 2,315（ 9.0％） 4,389（18.4％）

実 績（百万円） 4,085（17.4％） 4,323（19.3％）

増 減（百万円） 1,770（76.5％） 66（ 1.5％）



（経営成績の分析） 

当社グループは、再建計画に掲げた諸施策の実行と「適正な利益を確保できる企業体質の確立」を目

指し、役職員の意識改革、営業力の強化、施工管理と原価管理の改善、早期のリスク認識と回避等に全

力で取組んでまいりました。 

 その結果、水準は低いものの３ヵ年連続の経常黒字を達成することができました。 

計画との比較は以下の表のとおりであります。 

 
  

当連結会計年度の連結業績につきましては、受注高は前期に比べ60億8千万円増加し403億9千5百万円

（前期比17.7％増）となりました。 

繰越高につきましては、前期に比べ4億6千6百万円減少し289億9千3百万円（前期比1.6％減）となり

ました。 

売上高につきましては、前期に比べ24億7百万円減少し408億6千1百万円（前期比5.6％減）となりま

した。 

営業利益につきましては、前期に比べ2千8百万万円減少し4億4千9百万円（前期比5.9％減）となりま

した。 

経常利益につきましては、前期に比べ1千2百万円増加し4億6百万円（前期比3.1％増）となりまし

た。 

当期純利益につきましては、前期に比べ4億1千2百万円減少し3億6百万円（前期比57.4％減）となり

ました。 

当事業年度の当社の業績につきましては、受注高は前期に比べ47億6千6百万円増加し346億8千万円

（前期比15.9％増）となりました。 

繰越高につきましては、前期に比べ10億7千1百万円減少し270億9千9百万円（前期比3.8％減）となり

ました。 

売上高につきましては、前期に比べ30億6千3百万円減少し357億5千2百万円（前期比7.9％減）となり

ました。 

売上総利益につきましては、受注環境の大幅な変化や引続く価格競争と工事主要材料等の調達コスト

増による採算悪化などの利益低減要因はあったものの、施工管理と原価管理のプロセス強化により、前

期に比べ2千9百万円の減少で抑えられ17億6千3百万円（前期比1.6％減）となりました。 

販売費・一般管理費につきましては、前期に比べ3千2百万円減少し14億4千1百万円（前期比2.2％

減）となりました。 

営業外損益につきましては、受取配当金の増加及び有利子負債の圧縮による借入利息の減少等によ

り、前期に比べ6千6百万円減少し3百万円（前期比94.6％減）となりました。 

特別損益につきましては、1億5千4百万円の貸倒引当金の計上等により、前期に比べ4億4千3百万円減

少し6千2百万円となりました。 

以上により、当期純利益は前期に比べ3億7千3百万円減少し2億4千万円（前期比60.9％減）となりま

した。 

損益計画（個別）
平成18年3月期 平成19年3月期

計画 実績 増減 （％） 計画 実績  増減 （％）

完成工事高（百万円） 38,680 38,815 135 0.3 38,344 35,752 △2,592 △6.8

営業利益 （百万円） 1,125 318 △807 △71.7 400 321 △79 △19.8

経常利益 （百万円） 922 247 △675 △73.2 329 317 △12 △3.6

当期純利益（百万円） 1,231 613 △618 △50.2 304 240 △64 △21.1



当連結会計年度末における「現金及び現金同等物の期末残高」は、前連結会計年度末に比べ5億9千8

百万円増加し49億8千1百万円（前期比13.6％増）となりました。 

各キャッシュ・フローの状況等につきましては次のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権・未成工事支出金の減少及び仕入債務の増加、未成

工事受入金の減少等により38億6千8百万円（前期比35億7千8百万円増）の収入超過となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、アスファルトプラント関連の固定資産の取得等により、4億8

千1百万円（前期比85.4％増）の支出超過となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮等により27億8千7百万円（前期比34億4千9

百万円減）の支出超過となりました。 

  

今後のわが国経済は、好調を続ける企業収益を背景に、設備投資や個人消費などの国内民間需要に支

えられ、景気は緩やかな拡大を続けると思われます。 

建設業界におきましては、民間設備投資は増加を維持するものと期待されますが、公共投資の縮減継

続や厳しい価格競争の影響により、引続き厳しい受注環境が続くものと予測されます。 

当社グループは、営業・施工・管理部門の連携を更に強化するとともに、顧客のニーズに応えられる

体制を構築し受注の拡大を進めます。また、早期のリスク認識・回避を行うとともに、施工管理と原価

管理のプロセスを更に強化し利益の向上と不採算工事の発生を抑制し、適正な利益が確保できる企業体

質を構築してまいります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

前連結会計年度末に計画していた、アスファルトプラント並びにアスファルト及びコンクリート廃材の

中間処理施設を併設した新プラント「前橋アスコン」は平成18年９月に完成した。 

  

 
  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

（平成19年3月31日現在） 

 
(注) １ 上記の他、賃借している主なものは次のとおりである。 

  

 
  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容
投資額   

（百万円）
完了年月

佐田建設㈱
アスファルトプラント工場  

「前橋アスコン」    
（群馬県前橋市）

機械装置等 700 平成18年９月

事業所名 
（所在地）

帳簿価額（百万円）

従業
員数 
(人)

土地
建物
構築物

機械装置
車両運搬具
工具器具
備品

合計

面積(㎡) 金額

本店（工場含） 
(前橋市)

31,631 1,642 1,483 247 3,374 334

東京本部・東京支店 
(東京都豊島区)

─ ─ 0 0 0 15

さいたま支店 
(さいたま市大宮区)

4,685 822 261 1 1,085 28

大阪支店 
(大阪市中央区)

325 88 46 ─ 134 10

栃木支店 
(小山市)

611 48 10 ─ 59 10

茨城支店 
(下妻市)

4,886 179 19 0 199 2

事業所名（所在地） 土地(㎡) 建物(㎡) 年間賃借料（百万円）

本店（前橋市）
（駐車場）

1,484 ─ 4

東京支店（東京都豊島区)
（事務所・駐車場）

25 458 16

北陸支店（新潟市）
（事務所・駐車場）

15 44 1

大阪支店(大阪市中央区)
（事務所・駐車場）

25 192 5

東北支店（仙台市青葉区）
（事務所）

24 105 2

名古屋支店（名古屋市中区）
（事務所・駐車場）

12 91 1



２ リース契約による主な賃借設備は次のとおりである。 

  

 
(注) 所有権移転外ファイナンスリースである。 

  

３ 上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

(2) 国内子会社 

（平成19年3月31日現在） 

 
(注) １ 上記の他、賃借している主なものは次のとおりである。 

  

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

新設等の計画はない。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

除却等の計画はない。 

事業所名 設備の内容 台数 リース期間
年間 

リース料 
(百万円)

リース 
契約残高 
(百万円)

本 社 ホストコンピュータ   (注) 1セット ５年間 6 ―

会社名（所在地） 
事業所名

帳簿価額（百万円）

従業
員数 
(人)

土地
建物
構築物

機械装置
車両運搬具
工具器具
備品

合計

面積(㎡) 金額

㈱島田組(桐生市) 
本社

3,906 33 31 2 68 16

会社名（所在地） 
事業所名

土地(㎡) 建物(㎡) 年間賃借料（百万円）

佐田道路㈱（前橋市）
（本社）

─ 605 2

㈱リフォーム群馬（前橋市）
（本社）

─ 402 2

彩光建設㈱(さいたま市大宮区)
（本社）

─ 76 1

㈱前橋機材センター（前橋市）
（本社）

─ 149 2



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

種類
事業年度末現在発行数

(株) 
(平成19年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 77,606,166 77,606,166
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式

計 77,606,166 77,606,166 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)１ 資本準備金の減少は、平成16年6月29日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものである。 

２ 資本金の減少は、平成16年6月29日開催の定時株主総会決議に基づく欠損填補によるものである。 

３ 発行済株式総数・資本金・資本準備金の増加は、第三者割当増資によるものである。 

第三者割当増資による新株の発行価格は１株につき100円、資本組入額は１株につき50円である。 

主な割当先は東京石灰工業㈱、㈱ヤマダ電機、他1,126先。 

４ 発行済株式総数・資本準備金の増加は、佐田道路㈱、㈱島田組、㈱リフォーム群馬との簡易株式交換による

ものである。 

５ 発行済株式総数・資本金・資本準備金の増加は、新株予約権の権利行使によるものである。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式17,665株は「個人その他」に17単元及び「単元未満株式の状況」に665株に含めて記載している。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が53単元含まれている。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成16年６月29日（注）１ ― 42,585,693 ― 3,760 △3,113 ―

平成16年８月３日（注）２ ― 42,585,693 △3,660 100 ― ―

平成16年８月28日（注）３ 21,431,000 64,016,693 1,071 1,171 1,071 1,071

平成16年10月１日（注）４ 1,967,460 65,984,153 ― 1,171 154 1,225

平成17年４月１日～

平成18年３月31日（注）５
11,622,013 77,606,166 714 1,886 714 1,940

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 39 36 433 29 2 8,023 8,562 ―

所有株式数 
(単元)

― 11,371 1,654 15,530 1,084 6 47,656 77,301 305,166

所有株式数 
の割合(％)

― 14.71 2.14 20.09 1.40 0.01 61.65 100 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりである。 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社1,078千株 

２ 所有株式数は千株未満を切捨て表示している。 

３ 宮崎純行氏及びその共同保有者であるプロス住宅株式会社から平成19年３月29日付で提出された大量保有報

告書により、平成19年３月22日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

当事業年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社群馬銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

前橋市元総社町194番地
（東京都中央区晴海一丁目８番12号）

3,185 4.10

佐田建設従業員持株会 前橋市元総社町一丁目１番地の７ 2,427 3.12

宮崎 純行 東京都中央区 1,706 2.19

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,256 1.61

東京石灰工業株式会社 東京都中央区日本橋茅場町二丁目2番１号 1,200 1.54

佐田建設伸佐会持株会 前橋市元総社町一丁目１番地の７ 1,103 1.42

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,078 1.38

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号 1,030 1.32

株式会社ヤマダ電機 前橋市日吉町四丁目40番地の11 1,000 1.28

群馬日産自動車株式会社 前橋市城東町一丁目６番地の８ 636 0.81

計 ― 14,622 18.84

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

宮崎 純行 東京都中央区 3,686 4.75

プロス住宅株式会社 東京都中央区日本橋人形町２－35－12 200 0.26

計 ─ 3,886 5.01



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が53,000株含まれている。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式665株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 
普通株式 17,000

―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 77,284,000 77,284 同上

単元未満株式 普通株式 305,166 ― 同上

発行済株式総数 77,606,166 ― ―

総株主の議決権 ― 77,284 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式 
数の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
当 社

前橋市元総社町一丁目1番
地の7

17,000 ─ 17,000 0.02

計 ― 17,000 ─ 17,000 0.02



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 
  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  

 旧商法第221条第６項による取得 

 
  

 会社法第155条第７号による取得 

   
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めていない。 

  
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増しによる株式数は含めていない。 
  

  
  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 674 118

当期間における取得自己株式 ─ ─

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 5,245 594

当期間における取得自己株式 1,246 131

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ─ ─

保有自己株式数 17,665 ― 18,911 ―



３ 【配当政策】 

利益配分につきましては、経営環境の変化に十分対処し得る財務体質を内部留保により図りながら、株

主の皆様に対し安定配当を行うと共に、業績に応じた利益還元を行うことを基本方針としております。ま

た、当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本方針としており、配当の決定機関は株主総会であり

ます。 

当期の配当につきましては、厳しい経営環境を勘案して引続き無配とさせていただきます。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第54期 第55期 第56期 第57期 第58期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 76 142 170 241 198

最低(円) 35 45 90 119 98

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 119 120 110 112 112 109

最低(円) 101 98 98 99 99 100



５ 【役員の状況】 

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長

営業本部長 市ヶ谷 隆 信 昭和17年１月17日生

平成２年４月 広島県土木建築部長

（注）
２

105

平成４年４月 建設省都市局街路課長

平成５年４月 住宅・都市整備公団関西文化学

術研究都市整備局長

平成７年６月 地域振興整備公団理事

平成11年４月 当社入社 技術顧問

平成11年６月 当社取締役副社長営業本部長兼

東京本部長

平成15年２月 当社取締役副社長営業本部長兼

東京本部長兼首都圏グループ長

兼技術本部副本部長

平成16年４月 当社代表取締役社長

平成17年６月 当社代表取締役社長兼営業本部

長（現）

取締役 
副社長

管理本部長
兼経営企画
室長

関 口 卓 男 昭和14年２月22日生

平成７年６月 ㈱群馬銀行取締役東京支店長

（注）
２

29

平成８年６月 同行取締役高崎支店長

平成11年６月 同行常務取締役

平成13年６月 同行常勤監査役

平成16年６月 当社取締役副社長管理本部長兼

経営企画室長(現)

常務取締役

経営企画部
長兼管理本
部副本部長 
（財 務 担
当）

小 林 周 一 昭和24年４月22日生

平成７年６月 ㈱群馬銀行審査部副部長兼個人

ローン審査室長

（注）
２

─

平成14年６月 同行沼田支店長

平成15年11月 同行業務管理部長

平成17年６月 同行執行役員伊勢崎支店長

平成19年５月 当社 顧問

平成19年６月 当社常務取締役経営企画部長兼

管理本部副本部長（財務担当）

(現)

常務取締役 建築本部長 小板橋 道 賢 昭和19年11月24日生

昭和42年３月 当社入社

（注）
２

48

平成11年４月 当社建築本部第１建築部長

平成11年６月 当社取締役建築本部建築部長

平成13年８月 当社取締役東京支店長兼さいた

ま支店副支店長

平成15年６月 当社常務取締役さいたま支店長

兼首都圏施工事業部担当

平成16年６月 当 社 常 務 取 締 役 建 築 本 部 長

（現）

常務取締役 土木本部長 吉 野 保 廣 昭和24年６月15日生

昭和47年３月 当社入社

（注）
２

36

平成13年４月 当社大阪支店土木部副部長

平成14年９月 当社西日本施工事業部長

平成16年４月 当社土木本部土木統括部長兼本

社土木部長

平成16年６月 当 社 常 務 取 締 役 土 木 本 部 長

（現）

常務取締役

審査部長兼
管理本部副
本部長（総
務・コンプ
ライアンス
担当）

荒 木   徹 昭和24年２月20日生

昭和54年５月 当社入社

（注）
２

13

平成９年３月 当社審査部長

平成15年６月 当社執行役員審査部長

平成16年６月 当社常務執行役員経営企画室審

査部長

平成17年６月 当社取締役経営企画室審査部長

兼法務相談室長

平成19年６月 当社常務取締役審査部長兼管理

本部副本部長（総務・コンプラ

イアンス担当）

 



 
(注) １ 監査役丸山和貴および監査役櫻井則彦の２名は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

２ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。 

３ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までである。 

４ 当社は、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各本部の業務執行機能を区分し、経営効率の向上を図

るため、執行役員制度を導入している。 

執行役員は10名で構成されており、役職名・氏名は以下のとおりである。 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
営業本部営
業推進部長

多 田 満 之 昭和29年５月24日生

昭和53年４月 当社入社

（注）
２

34

平成７年３月 当社秘書室長兼広報課長

平成12年９月 当社営業部長

平成14年６月 当社取締役営業本部営業企画部

長兼本店営業部営業部長

平成16年４月 当社取締役営業本部営業推進部

長（現）

取締役 東京支店長 水 出   潔 昭和23年４月６日生

昭和47年３月 当社入社

（注）
２

49

平成13年４月 当社建築本部工事部長

平成16年１月 当社さいたま支店副支店長

平成16年４月 当社建築本部建築統括部長兼本

社建築部長

平成16年６月 当社取締役建築本部建築統括部

長兼本社建築部長

平成19年６月 当社取締役東京支店長（現）

監査役 
（常勤）

安 中 健 三 昭和21年３月１日生

昭和49年５月 当社入社

（注）
３

26
平成11年４月 当社土木本部工事部長

平成14年３月 当社工務本部安全環境部長

平成16年６月 当社監査役(現)

監査役 丸 山 和 貴 昭和26年６月24日生

昭和56年４月 弁護士登録（現）

（注）
３

―昭和56年４月 丸山法律事務所開業（現）

平成16年６月 当社監査役(現)

監査役 櫻 井 則 彦 昭和17年２月23日生

平成10年７月 関東信越国税局総務部次長

（注）
３

―
平成11年７月 新潟税務署長

平成12年９月 税理士登録(現)

平成16年６月 当社監査役(現)

計 340

役 職 名 氏 名

常務執行役員  さいたま支店長 豊 島 慎 也

執行役員    土木本部土木統括部長兼本社土木部長 大 沢   智

執行役員    管理本部財務部長 田 島 順 一

執行役員    土木本部工務部長兼技術推進室長 皆 川 隆 志

執行役員    東京支店副支店長兼営業本部営業推進部次長 杉 山 中 和

執行役員    営業本部本店営業部長 黒 岩 典 之

執行役員    建築本部建築統括部長兼本社建築部長 富 澤   眞

執行役員    建築本部首都圏建築部長 楯     登

執行役員    土木本部土木営業部長 菱 沼   淳

執行役員    土木本部生産・技術支援室長 神 山   明



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  

当社グループは、株主の付託及びステークホルダーの要請に応えるため、経営における意思決定の迅

速性・的確性及び透明性を確保することを、コーポレート・ガバナンスの基本的な方針としている。 

  

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  

①経営上の意思決定体制 

迅速な意思決定と業務執行を実現するため、執行役員制度を導入し経営判断と業務執行を一部分離

している。意思決定については、毎月定例の取締役会のほか、毎週定例の経営会議を開催し、経営管

理の充実とスピードアップを図っている。 

②経営監視機能 

当社は監査役設置会社を選択している。社外監査役に法律・会計の専門家を起用し、監査役機能の

強化による経営者に対する監視等の実効性を図っている。 

また、監査役が取締役会に出席することはもとより、常勤監査役に経営会議出席権限を与え重要情

報へのアクセスを保証している。 

  

［コーポレート・ガバナンス］ 

  

 

  



（３）内部統制システム及びリスク管理体制の実施状況 

  

①内部統制の目的（業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関る法令等の遵守、資

産の保全）を達成するため、経営理念・経営方針・役職員行動規範を明確にし、統制環境を整備し

ている。 

②業務全般にわたる管理・運営及び業務執行を適切かつ効率的に行なうため、部門別・職位別の職務

基準を明確にし、決裁権限と責任を明確にした「業務フロー」に基づき業務を執行している。 

③各業務管理部門は、業務プロセスに基づきリスク管理すると共に、経営企画室（経営企画部）にお

いてリスクの統括管理を行なっている。 

④経営企画室（審査部）は、内部監査を担当し内部統制の整備状況及び運用状況をモニタリングする

と共に、コンプライアンスを統括し、通常の業務報告経路とは別の社内通報の窓口を担う。 

⑤内部監査、監査役監査及び会計監査の連携状況について、監査役と会計監査人とはミーティングに

より監査の実施状況等の情報交換を行っている、また、内部監査部門は組織横断的に内部統制状況

をモニタリングし、必要に応じて監査役及び会計監査人と協議している。 

  

［内部統制模式図］ 

  
 

  



（４）会計監査の状況 

当社の会計監査業務については、みすず監査法人と監査契約を締結し、公正な監査を受けておりま

す。なお、同監査法人及び当社の監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には公認会計士

法の規定により記載すべき利害関係はありません。 

当期において業務執行した公認会計士の氏名、業務監査に係る補助者の構成は以下のとおりです。 

１ 業務執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員  滝上 由行 （当社に係る継続監査年数１年） 

             福原 正三 （当社に係る継続監査年数２年）  

２ 業務監査に係る補助者の構成 

公認会計士3名、その他2名 

  

(注) 中央青山監査法人は、平成18年9月1日より、法人名称を「みすず監査法人」に変更いたしました。 

  

（５）役員報酬の内訳 

取締役及び監査役に支払った報酬の額 

 
(注) １ 上記の支給額の他、使用人兼務取締役の使用人分給与額として12百万円を支給しております。 

２ 当社は、平成18年6月29日開催の第57回定時株主総会で定款を変更し、社外監査役の責任限定契約に関する

規定を設けております。  

当該定款に基づき当社が社外監査役の全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第1項の責任について、その職務を行うにつき善意

でかつ重大な過失がないときは、法令が定める額を限度として責任を負担するものとする。 

３ 当社と社外監査役との間で利害関係等はない。 

４ 当社の取締役は12名以内とする旨を定款に定めている。 

  

（６）会計監査人に対する報酬等 

 
  

区 分

社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役 計

人数 

（名）

支給額 
（百万円）

人数 

（名）

支給額
（百万円）

人数 

（名）

支給額
（百万円）

人数 

（名）

支給額
（百万円）

人数 

（名）

支給額
（百万円）

定款又は

株主総会

決議に基

づく報酬

9 49 ― ― 1 4 2 3 12 57

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 19百万円

上記以外の業務に基づく報酬（内部統制関連） 1百万円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)に準じて記載している。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和

24年建設省令第14号)により作成している。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づき、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務

諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、みすず監査法人により監査を受けている。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となっている。 

  

３ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

いたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更した。 

 なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替えて表示し

ている。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

    現金預金 4,438 5,086

    受取手形 ※1 1,363 851

    完成工事未収入金 10,133 9,702

    未成工事支出金 3,077 2,006

    未収入金 546 831

    その他流動資産 208 205

    貸倒引当金 △11 △26

   流動資産合計 19,756 78.4 18,658 76.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物・構築物 ※2 3,995 4,237

     減価償却累計額 △2,294 1,701 △2,376 1,860

    機械・運搬具 381 459

     減価償却累計額 △340 40 △253 206

    工具器具・備品 286 276

     減価償却累計額 △209 77 △182 93

    土地 ※3 2,620 2,935

    建設仮勘定 337 ─

   有形固定資産合計 4,778 5,095

 ２ 無形固定資産

    ソフトウエア 6 15

    電話加入権 31 31

    連結調整勘定 17 ─

   無形固定資産合計 56 46

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 296 267

    破産債権、更生債権等 ※4 8,894 8,961

    その他投資等 92 75

    貸倒引当金 △8,669 △8,721

   投資その他の資産合計 614 583

   固定資産合計 5,448 21.6 5,726 23.5

   資産合計 25,205 100.0 24,384 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

    支払手形 ※5 3,121 4,498

    工事未払金 5,324 6,081

    短期借入金 5,145 2,358

    未払金 104 298

    未成工事受入金 3,343 2,571

    完成工事補償引当金 11 6

    賞与引当金 97 215

    工事損失引当金 67 43

    債務保証引当金 361 341

    事業整理損失引当金 520 341

    その他流動負債 423 472

   流動負債合計 18,521 73.5 17,228 70.7

Ⅱ 固定負債

    繰延税金負債 52 48

    再評価に係る 
    繰延税金負債

※6 618 618

    退職給付引当金 1,654 1,853

    その他固定負債 ─ 2

   固定負債合計 2,325 9.2 2,523 10.3

   負債合計 20,846 82.7 19,751 81.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 29 0.1 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※7 1,886 7.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 2,048 8.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 △466 △1.8 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※8 861 3.4 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 1 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※9 △1 △0.0 ― ―

   資本合計 4,329 17.2 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

25,205 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

    資本金 ― ― 1,886 7.8

    資本剰余金 ― ― 2,048 8.4

    利益剰余金 ― ― △167 △0.7

    自己株式 ― ― △1 △0.0

   株主資本合計 ― ― 3,765 15.5

Ⅱ 評価・換算差額等

    その他有価証券評価 
    差額金

― ― 0 0.0

    土地再評価差額金 ※10 ― ― 861 3.5

   評価・換算差額等合計 ― ― 861 3.5

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 6 0.0

   純資産合計 ― ― 4,632 19.0

   負債純資産合計 ― ― 24,384 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 43,269 100.0 40,861 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 40,940 94.6 38,563 94.4

  売上総利益

   完成工事総利益 2,328 5.4 2,297 5.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,850 4.3 1,848 4.5

   営業利益 478 1.1 449 1.1

Ⅳ 営業外収益

   受取利息配当金 2 4

   保険配当金 6 4

   その他 9 18 0.0 8 17 0.0

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 73 57

   新株発行費償却 13 ─

   社債発行費償却 11 ─

   その他 3 101 0.2 3 61 0.1

   経常利益 394 0.9 406 1.0

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※2 69 43

   投資有価証券売却益 32 ─

   貸倒引当金戻入益 182 6

   債務保証引当金戻入益 20 20

   事業整理損失引当金
   戻入益

88 114

   賞与引当金戻入益 64 14

   その他 0 458 1.1 0 199 0.5

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ※3 55 22

   固定資産除却損 ※4 7 ─

   投資有価証券評価損 ― 16

   貸倒引当金繰入額 8 154

   課徴金等 ※5 ─ 44

   その他 5 76 0.2 31 267 0.7

   税金等調整前
   当期純利益

776 1.8 338 0.8



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

   法人税、住民税 
   及び事業税

54 33

   法人税等調整額 ― 54 0.1 △2 30 0.1

   少数株主利益 2 0.0 0 0.0

   当期純利益 719 1.7 306 0.7



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,267

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 新株予約権行使による
  新株の発行

714

２ 自己株式処分差益 65 780

Ⅲ 資本剰余金期末残高 2,048

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △1,183

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 当期純利益 719 719

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 役員賞与 3 3

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △466



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,886 2,048 △466 △1 3,466

連結会計年度中の変動額

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △0 △0

 役員賞与 ─ ─ △7 ─ △7

 当期純利益 ─ ─ 306 ─ 306

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 299 △0 298

平成19年３月31日残高(百万円) 1,886 2,048 △167 △1 3,765

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1 861 863 29 4,358

連結会計年度中の変動額

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ △0

 役員賞与 ─ ─ ─ ─ △7

 当期純利益 ─ ─ ─ ─ 306

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△1 ─ △1 △23 △24

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

△1 ─ △1 △23 274

平成19年３月31日残高(百万円) 0 861 861 6 4,632



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税金等調整前当期純利益 776 338

 減価償却費 95 136

 貸倒引当金の増減額（減少：△） △1,410 66

 完成工事補償引当金の増減額（減少：△） 0 △4

 賞与引当金の増減額（減少：△） △41 118

 工事損失引当金の増減額（減少：△） 1 △23

 債務保証引当金の増減額（減少：△） △60 △20

 事業整理損失引当金の増減額（減少：△） △127 △178

 退職給付引当金の増減額（減少：△） 307 199

 破産債権、更生債権等の増減額（増加：△） 1,242 △67

 役員賞与の支払額 △3 △7

 受取利息及び受取配当金 △2 △4

 支払利息 73 57

 投資有価証券売却損益（益：△） △32 △0

 投資有価証券評価損 ― 16

 売上債権の増減額（増加：△） △517 942

 未成工事支出金の増減額（増加：△） 90 1,070

 たな卸資産の増減額（増加：△） 42 22

 仕入債務の増減額（減少：△） △565 2,325

 未成工事受入金の増減額（減少：△） △166 △772

 その他の増減額（減少：△） 690 △247

    小計 392 3,969

 利息及び配当金の受取額 2 4

 利息の支払額 △69 △44

 法人税等の支払額 △35 △60

   営業活動によるキャッシュ・フロー 289 3,868

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 定期預金の純増減額（増加：△） 15 △50

 貸付による支出 ― △3

 貸付金の回収による収入 14 3

 有形固定資産の取得による支出 △347 △468

 有形固定資産の売却による収入 0 4

 投資有価証券の取得による支出 △0 ─

 投資有価証券の売却による収入 56 11

 その他収入・支出（△） 0 20

   投資活動によるキャッシュ・フロー △259 △481



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 短期借入金の純増減額（減少：△） △836 △2,787

 社債の発行による収入 1,500 ─

 自己株式の取得による支出 △1 △0

 少数株主への配当金の支払額 ─ △0

   財務活動によるキャッシュ・フロー 661 △2,787

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 691 598

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 3,692 4,383

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 4,383 4,981



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結している。 

連結子会社の数   ５社 

連結子会社の名称 

  佐田道路株式会社 

  株式会社島田組 

  株式会社リフォーム群馬 

  彩光建設株式会社 

  株式会社前橋機材センター

すべての子会社を連結している。 

連結子会社の数   ５社 

連結子会社の名称 

  佐田道路株式会社 

  株式会社島田組 

  株式会社リフォーム群馬 

  彩光建設株式会社 

  株式会社前橋機材センター

２ 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用する対象会社はない。 同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致している。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (1) 資産の評価基準及び評

価方法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定している。）

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定している。）

  時価のないもの

   同左

たな卸資産 

  未成工事支出金 

   個別法による原価法 

  材料貯蔵品 

   最終仕入原価法

たな卸資産 

  未成工事支出金 

   同左 

  材料貯蔵品 

   同左

 (2) 固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産

定率法(ただし、建物(建物附属設備

を除く)については定額法)によって

いる。なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。

無形固定資産

定額法によっている。

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っている。また、自社利用のソフト

ウエアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっている。

少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の

資産については、各事業年度毎に一

括して３年間で均等償却を行ってい

る。

有形固定資産

同左

無形固定資産

同左

少額減価償却資産

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

長期前払費用

定額法によっている。

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っている。

長期前払費用

同左

 (3) 繰延資産の処理方法 新株発行費

支出時に全額費用として処理してい

る。

社債発行費

支出時に全額費用として処理してい

る。

  ─────

 (4) 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してい

る。

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵補修等の費用に

備えるため、過去２年間の完成工事

補償実績に基づいた将来の補償見込

額を計上している。

完成工事補償引当金

  同左

賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち、当連結会計年度に

帰属する額を計上している。

賞与引当金

  同左

工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、

当連結会計年度末における手持ち受

注工事のうち、翌期以降に損失の発

生が見込まれ、かつ金額を合理的に

見積もることのできる工事につい

て、損失見積額を計上している。

工事損失引当金

  同左

債務保証引当金

債務保証の履行による損失に備える

ため、債務保証先の財政状態及び損

益状況を勘案して、損失負担見込額

を計上している。

債務保証引当金

同左

事業整理損失引当金

「佐田建設再建計画」に基づく不動

産事業の分割等に際して負担するこ

とが見込まれる損失に備えるため、

その事業内容等を検討して合理的に

見積もられる金額を計上している。

事業整理損失引当金

  同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上してい

る。また、一部の連結子会社につい

ては簡便法を適用している。

なお、会計基準変更時差異は、15年

による均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により費用

処理している。

数理計算上の差異は、各期の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌期から費用処理

することとしている。

退職給付引当金

  同左

なお、会計基準変更時差異は、15年

による均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(９年)による定額法により費用

処理している。

数理計算上の差異は、各期の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(９年)による定額法によ

りそれぞれ発生の翌期から費用処理

することとしている。

 (5) リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

同左

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型の工事

(工期が１年を超え、かつ、請負金

額が３億円以上)については、工事

進行基準によっている。

なお、工事進行基準によった完成工

事高は7,704百万円で完成工事原価

は7,497百万円である。

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっている。

完成工事高の計上基準

同左

なお、工事進行基準によった完成工

事高は9,188百万円で完成工事原価

は8,759百万円である。

消費税及び地方消費税の会計処理

  同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価は全

面時価法によっている。

  同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

連結調整勘定は20年間の均等償却によ

っている。

  ─────

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

  ───── のれん及び負ののれんは20年間の均等

償却によっている。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結会計年度において確定した利益処

分に基づいて作成している。

  ─────

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価格

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3か月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっている。 

    

  同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適用している。 

これによる損益に与える影響はない。

役員賞与に関する会計基準等

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第4号 平成17年11月29日）を適用

している。 

これにより、従来の方法に比べ、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益が10百万円減少して

いる。

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用してい

る。  

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は4,626

百万円である。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則

により作成している。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（連結損益計算書）

「保険配当金」は営業外収益の10/100を超えたため、

区分掲記することとした。なお、前連結会計年度は営

業外収益「その他」に8百万円含まれている。

「新株発行費償却」は営業外費用の10/100を超えたた

め、区分掲記することとした。なお、前連結会計年度

は営業外費用「その他」に22百万円含まれている。

「固定資産除却損」は特別損失の10/100を超えたた

め、区分掲記することとした。なお、前連結会計年度

は特別損失「その他」に8百万円含まれている。

 

        ───────



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 担保資産

下記の資産は、短期借入金5,145百万円の担保に供

している。

※２建物 1,655百万円

※３土地 2,458

計 4,114

上記の他、運転資金の借入に対して工事代金債権

4,245百万円を債権譲渡担保として差入れている。

 

１ 担保資産

下記の資産は、短期借入金169百万円の担保に供し

ている。

※２建物 1,663百万円

※３土地 2,781

計 4,445

 

２ 偶発債務

下記の会社等の銀行借入金について保証している。

市川秀一 205百万円

医療法人 
中央群馬脳神経外科病院

72

計 278

 

 

２ 偶発債務

下記の会社等の銀行借入金について保証している。

市川秀一 196百万円

計 196

 

３ 受取手形割引高は443百万円である。 ３ 受取手形割引高は387百万円である。

４ 受取手形裏書譲渡高は12百万円である。 ４ 受取手形裏書譲渡高は12百万円である。

５ ※４長期未収入金の破産債権・更生債権等への振替

長期にわたり回収することとして、「長期未収入

金」に計上していた債権（2,469百万円）の回収が

困難なため、「破産債権、更生債権等」へ振替え

た。なお、これらの債権のうち回収不能と見込まれ

る額に対しては全額貸倒引当金を計上している。

５ ※４長期未収入金の破産債権・更生債権等への振替

        ───────

 

６ ※３、※６、※８事業用土地再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34条)に基づき、事業用の土地の再評価を行

っている。

再評価差額については、改正土地再評価法(平成11

年３月31日改正)第７条第１項及び第２項の規定に

より、当該評価差額に係る税金相当額618百万円を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額861百万円を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上している。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末
における時価と再評価後の帳
簿価額との差額

△636百万円

同法第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める「地

価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁

長官が定めて公表した方法により算出した価額」

に合理的な調整を行って算出している。

 

６ ※３、※６、※10事業用土地再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34条)に基づき、事業用の土地の再評価を行

っている。

再評価差額については、改正土地再評価法(平成11

年３月31日改正)第７条第１項及び第２項の規定に

より、当該評価差額に係る税金相当額618百万円を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額861百万円を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末
における時価と再評価後の帳
簿価額との差額

△734百万円

同法第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日公布政令第119号)第２条第４号に定める「地

価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁

長官が定めて公表した方法により算出した価額」

に合理的な調整を行って算出している。

７ 連結会計年度末日満期手形

        ───────

 

７ 連結会計年度末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理している。なお、当連結会計年度

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満

期手形が、期末残高に含まれている。

※１ 受取手形 0百万円

※５ 支払手形 33百万円



 
  

(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加5,919株 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

８ ※７会社が発行する株式の総数
普通株式 150,000,000株

      発行済株式の総数
普通株式 77,606,166株

９ ※９自己株式の保有数
普通株式 11,746株

８ 会社が発行する株式の総数

      

        ───────

９ 自己株式の保有数

        ───────

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ ※１販売費及び一般管理費の主な内訳は、次のとお

りである。

従業員給与手当 775百万円

退職給付費用 127

減価償却費 95

雑費 222

なお、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

は、軽微である。

 

１ ※１販売費及び一般管理費の主な内訳は、次のとお

りである。

従業員給与手当 803百万円

退職給付費用 108

減価償却費 94

雑費 205

なお、販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費

は、軽微である。

２ ※２前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。

過年度工事原価減少額 52百万円

その他 16

計 69

２ ※２前期損益修正益の内訳は、次のとおりである。

過年度工事原価減少額 41百万円

その他 2

計 43

３ ※３前期損益修正損の内訳は、次のとおりである。

過年度工事原価増加額 27百万円

その他 27

計 55

３ ※３前期損益修正損の内訳は、次のとおりである。

過年度工事原価増加額 20百万円

その他 1

計 22

４ ※４固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。

建物 1百万円

構築物 0

機械装置 0

車両運搬具 0

備品 5

計 7

４ ※４固定資産除却損の内訳は、次のとおりである。

        ───────

５ ※５独占禁止法に基づく課徴金等である。

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 77,606,166 ─ ─ 77,606,166

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 11,746 5,919 ─ 17,665



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成18年３月31日現在）

現金預金勘定 4,438百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△55

現金及び現金同等物 4,383
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在）

現金預金勘定 5,086百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△105

現金及び現金同等物 4,981

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

備品 81 44 36

ソフトウエア 21 10 11

合計 102 55 47

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

備品 91 21 70

ソフトウエア 93 15 77

合計 184 37 147

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 13百万円

１年超 34

計 47

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 38百万円

１年超 108

計 147

なお、未経過リース料期末残高相当額は有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 16百万円

減価償却費相当額 16

 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

（減損会計について）

リース資産に配分された減損損失はないため、項目

等の記載は省略している。

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

（減損会計について）

  同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（単位 百万円） 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額

(1)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 2 5 3

小  計 2 5 3

(2)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 ― ― ―

小  計 ― ― ―

合  計 2 5 3

その他有価証券

   非上場株式 279 百万円

   売却額 56 百万円

   売却益の合計 32 百万円

   売却損の合計 ― 百万円



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（単位 百万円） 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額

(1)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 2 2 0

小  計 2 2 0

(2)連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 ─ ─ ─

小  計 ─ ─ ─

合  計 2 2 0

その他有価証券

   非上場株式 264 百万円

   売却額 11 百万円

   売却益の合計 0 百万円

   売却損の合計 ─ 百万円



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はない。 

  

  

(退職給付関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制

度を設けている。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う

場合がある。

なお、厚生年金基金は昭和63年４月１日に設立し、

同日、従業員退職給与の全部について厚生年金基金

制度に移行している。

一部の連結子会社については、退職一時金制度等を

採用している。

 

１ 採用している退職給付制度の概要

   同左

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日現在)

退職給付債務 △8,436百万円

年金資産 5,476

未積立退職給付債務 △2,959

会計基準変更時差異の未処理額 1,678

未認識数理計算上の差異 474

未認識過去勤務債務 
(債務の減額) (注)２

△830

連結貸借対照表計上額純額 △1,637

過去勤務債務等に係る未払金 △16

退職給付引当金 △1,654

(注)１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載してい

る。

  ２ 平成12年５月並びに平成14年4月に退職金規程

の改正を行ったため、過去勤務債務(債務の減

額)が発生している。

  ３ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日現在)

退職給付債務 △8,435百万円

年金資産 5,656

未積立退職給付債務 △2,779

会計基準変更時差異の未処理額 1,491

未認識数理計算上の差異 35

未認識過去勤務債務
(債務の減額) (注)２

△584

連結貸借対照表計上額純額 △1,836

過去勤務債務等に係る未払金 △17

退職給付引当金 △1,853

(注)１ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載してい

る。

  ２ 平成12年５月並びに平成14年4月に退職金規程

の改正を行ったため、過去勤務債務(債務の減

額)が発生している。

  ３ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用している。



 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)

勤務費用 (注)２ 190百万円

利息費用 161

期待運用収益 △87

会計基準変更時差異の費用処理額 186

数理計算上の差異の費用処理額 235

過去勤務債務の費用処理額 
(注)１

△188

退職給付費用 496

３ 退職給付費用に関する事項

(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日)

勤務費用 (注)２ 216百万円

利息費用 167

期待運用収益 △109

会計基準変更時差異の費用処理額 186

数理計算上の差異の費用処理額 190

過去勤務債務の費用処理額
(注)１

△246

退職給付費用 404

(注)１ 「２退職給付債務に関する事項」(注)２に記載

の過去勤務債務に係る当期の費用処理額である

  ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「勤務費用」に計上している。

 

(注)１ 「２退職給付債務に関する事項」(注)２に記載

の過去勤務債務に係る当期の費用処理額である

  ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「勤務費用」に計上している。

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.0％

退職給付見込額の期間 
配分方法

期間定額基準

過去勤務債務の額の処 
理年数

10年(発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定年数による定額法に
よる。)

数理計算上の差異の処 
理年数

10年(各期の発生時の従
業員の平均残存勤務期間
以内の一定年数による定
額法により、それぞれ発
生の翌期から費用処理す
ることとしている。)

会計基準変更時差異の 
処理年数

15年

 
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 2.0％

期待運用収益率 2.0％

退職給付見込額の期間
配分方法

期間定額基準

過去勤務債務の額の処
理年数

９年(発生時の従業員の
平均残存勤務期間以内の
一定年数による定額法に
よる。)

数理計算上の差異の処
理年数

９年(各期の発生時の従
業員の平均残存勤務期間
以内の一定年数による定
額法により、それぞれ発
生の翌期から費用処理す
ることとしている。)

会計基準変更時差異の
処理年数

15年

 



(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はない。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 3,360百万円

工事損失引当金 27

債務保証引当金 146

事業整理損失引当金 210

投資有価証券・会員権評価損 33

退職給付引当金 665

その他 91

繰延税金資産小計 4,533

評価性引当額 △4,533

繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債

株式交換差益他 52

繰延税金負債合計 52

繰延税金負債の純額 52

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

(調整)

永久に損金に算入されない項目 0.9

住民税均等割等 8.7

評価性引当額 △68.2

その他 25.2

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

7.0

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 3,385百万円

工事損失引当金 17

債務保証引当金 137

事業整理損失引当金 138

投資有価証券・会員権評価損 40

退職給付引当金 668

その他 159

繰延税金資産小計 4,547

評価性引当額 △4,547

繰延税金資産合計 ─

繰延税金負債

株式交換差益他 48

繰延税金負債合計 48

繰延税金負債の純額 48

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

(調整)

永久に損金に算入されない項目 1.3

永久に益金に算入されない項目 △0.1

住民税均等割等 5.5

評価性引当額 △38.0

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

9.1



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、建設事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、開示対象と

なるセグメントはないため、記載していない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、建設事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であり、開示対象と

なるセグメントはないため、記載していない。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

重要な在外支店及び在外連結子会社がないため、記載していない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

重要な在外支店及び在外連結子会社がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高がないため、記載していない。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項なし。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  
１ 役員及び個人主要株主等 

 
(注)上記金額には消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

(取引条件及び取引条件の決定方針等) 

 一般取引先と同様の取引条件である。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

期末残高 
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び 
その近親者

㈲トワメ
ゾン飯田

群馬県館
林市大手
町6-48

― 不動産賃貸 ― ― ―
建設工事の
受注 15 ─



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項なし。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 55円80銭 59円63銭

１株当たり当期純利益 9円83銭 3円96銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式がない
ため記載していない。

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式がない
ため記載していない。

項目
前連結会計年度

（平成18年３月31日）
当連結会計年度 

（平成19年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 ─百万円 4,632百万円

普通株式に係る純資産額 4,626百万円

差額の主な内訳 

 少数株主持分

 

─百万円

 

6百万円

普通株式の発行済株式数 ─千株 77,606千株

普通株式の自己株式数 ─千株 17千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数
─千株 77,588千株

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 719百万円 306百万円

普通株式に係る当期純利益 712百万円 306百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  利益処分による役員賞与 7百万円 ─百万円

普通株式の期中平均株式数 72,429千株 77,591千株



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

  

  

（２）【その他】 

該当事項なし。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 5,145 2,358 2.375 ―

合計 5,145 2,358 2.375 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 3,591 3,851

   受取手形 1,263 813

   完成工事未収入金 9,577 8,984

   未成工事支出金 2,644 1,637

   材料貯蔵品 30 25

   前払費用 30 18

   未収入金 ※1 450 748

   その他流動資産 ※2 38 255

    貸倒引当金 △10 △10

   流動資産合計 17,615 75.2 16,323 72.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物 ※3 3,801 3,966

     減価償却累計額 △2,144 1,657 △2,218 1,748

    構築物 95 165

     減価償却累計額 △84 11 △90 74

    機械装置 179 257

     減価償却累計額 △170 9 △75 181

    車両運搬具 136 134

     減価償却累計額 △120 15 △122 11

    工具器具 32 37

     減価償却累計額 △29 2 △23 13

    備品 206 180

     減価償却累計額 △160 46 △135 44

    土地 ※4 2,458 2,781

    建設仮勘定 337 ─

   有形固定資産計 4,538 4,855

 ２ 無形固定資産

    ソフトウエア 6 15

    電話加入権 29 29

   無形固定資産計 36 44

 



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 285 265

    関係会社株式 651 655

    破産債権、更生債権等 ※5 8,894 8,952

    長期前払費用 0 18

    その他投資等 82 46

    貸倒引当金 △8,669 △8,712

   投資その他の資産計 1,245 1,227

   固定資産合計 5,819 24.8 6,127 27.3

   資産合計 23,435 100.0 22,451 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 3,029 4,312

   工事未払金 ※6 4,589 5,262

   短期借入金 5,140 2,358

   未払金 ※7 92 234

   未払費用 50 53

   未払法人税等 32 22

   未成工事受入金 ※8 2,937 2,194

   未払消費税等 ─ 264

   預り金 175 80

   完成工事補償引当金 3 3

   賞与引当金 78 192

   工事損失引当金 49 43

   債務保証引当金 361 341

   事業整理損失引当金 520 341

   その他流動負債 64 1

   流動負債合計 17,125 73.1 15,708 70.0

Ⅱ 固定負債

   繰延税金負債 1 0

   再評価に係る 
   繰延税金負債

※9 618 618

   退職給付引当金 1,605 1,800

   固定負債合計 2,224 9.5 2,419 10.7

   負債合計 19,349 82.6 18,127 80.7



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※10 1,886 8.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,940 ―

 ２ その他資本剰余金 65 ―

   資本剰余金合計 2,005 8.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処理損失 668 ―

   利益剰余金合計 △668 △2.9 ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金 ※11 861 3.7 ― ―

Ⅴ その他有価証券評価差額金 ※12 1 0.0 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※13 △1 △0.0 ― ―

   資本合計 4,085 17.4 ― ―

   負債・資本合計 23,435 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 1,886 8.4

 ２ 資本剰余金

  (1)資本準備金 ― 1,940

  (2)その他資本剰余金 ― 65

    資本剰余金合計 ― ― 2,005 8.9

 ３ 利益剰余金

  (1)その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △428

    利益剰余金合計 ― ― △428 △1.9

 ４ 自己株式 ― ― △1 △0.0

   株主資本合計 ― ― 3,461 15.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 0 0.0

 ２ 土地再評価差額金 ※14 ― ― 861 3.9

   評価・換算差額等合計 ― ― 861 3.9

   純資産合計 ― ― 4,323 19.3

   負債純資産合計 ― ― 22,451 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 ※1 38,815 100.0 35,752 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 ※2 37,023 95.4 33,989 95.1

   売上総利益

    完成工事総利益 1,792 4.6 1,763 4.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

   役員報酬 60 57

   従業員給料手当 634 646

   退職給付費用 121 105

   法定福利費 36 55

   福利厚生費 34 33

   修繕維持費 12 10

   事務用品費 35 35

   通信交通費 65 58

   動力用水光熱費 49 48

   広告宣伝費 1 1

   貸倒引当金繰入額 ― 0

   交際費 9 5

   寄付金 0 0

   地代家賃 58 56

   減価償却費 89 86

   租税公課 56 60

   保険料 9 8

   雑費 198 1,474 3.8 169 1,441 4.0

   営業利益 318 0.8 321 0.9

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 0 2

   有価証券利息 0 ─

   受取配当金 1 30

   保険配当金 6 4

   不動産賃貸料 9 17

   雑収入 12 30 0.1 2 57 0.2



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 73 57

   新株発行費償却 13 ─

   社債発行費償却 11 ─

   雑支出 3 101 0.3 3 60 0.2

   経常利益 247 0.6 317 0.9

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※3 63 28

   投資有価証券売却益 32 0

   貸倒引当金戻入益 177 6

   債務保証引当金戻入益 20 20

   事業整理損失引当金 
   戻入益

88 114

   賞与引当金戻入益 64 14

   その他 0 447 1.2 ─ 183 0.5

Ⅶ 特別損失

   前期損益修正損 ※4 53 12

   固定資産除却損 ※5 4 0

   投資有価証券評価損 ― 16

   貸倒引当金繰入額 8 154

   課徴金等 ※6 ─ 44

   その他 0 66 0.2 19 246 0.7

   税引前当期純利益 628 1.6 255 0.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

14 14 △0.0 15 15 0.0

   当期純利益 613 1.6 240 0.7

   前期繰越損失 1,282 ―

   当期未処理損失 668 ―



完成工事原価報告書 

 
(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

材料費 3,735 10.1 3,384 10.0

労務費 32 0.1 27 0.1

(うち労務外注費) (―) (―) (─) (─)

外注費 28,042 75.7 25,886 76.1

経費 5,212 14.1 4,691 13.8

(うち人件費) (2,079) (5.6) (1,902) (5.6)

計 37,023 100.0 33,989 100.0



③ 【損失処理計算書】 

  

 
  

④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

   

株主総会承認年月日
前事業年度

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処理損失 668

Ⅱ 次期繰越損失 668

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,886 1,940 65 2,005

事業年度中の変動額

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

 当期純利益 ─ ─ ─ ─

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) ─ ─ ─ ─

平成19年３月31日残高(百万円) 1,886 1,940 65 2,005

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

繰越利益剰余金 利益剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) △668 △668 △1 3,222

事業年度中の変動額

 自己株式の取得 ─ ─ △0 △0

 当期純利益 240 240 ─ 240

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(百万円) 240 240 △0 239

平成19年３月31日残高(百万円) △428 △428 △1 3,461

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1 861 863 4,085

事業年度中の変動額

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △0

 当期純利益 ─ ─ ─ 240

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△1 ─ △1 △1

事業年度中の変動額合計(百万円) △1 ─ △1 237

平成19年３月31日残高(百万円) 0 861 861 4,323



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法

子会社株式

 移動平均法による原価法

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法に

より算定している。）

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

子会社株式

同左

その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定している。）

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

材料貯蔵品

最終仕入原価法

未成工事支出金

同左

材料貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の

方法

有形固定資産 

定率法(ただし、建物(建物附属設備を

除く)については定額法)によってい

る。なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。

有形固定資産

同左

無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

いる。また、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってい

る。

無形固定資産

同左

少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、各事業年度毎に一括し

て３年間で均等償却を行っている。

少額減価償却資産

同左

長期前払費用 

定額法によっている。 

なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によって

いる。

長期前払費用

同左

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理してい

る。 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理してい

る。

───────



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上している。

貸倒引当金

同左

完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵補修等の費用に備

えるため、過去２年間の完成工事補償

実績に基づいた将来の補償見込額を計

上している。

完成工事補償引当金

同左

賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給

見込額のうち、当期に帰属する額を計

上している。

賞与引当金

同左

工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当

事業年度末における手持ち受注工事の

うち、翌期以降に損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的に見積もること

のできる工事について損失見積額を計

上している。

工事損失引当金

同左

債務保証引当金 

債務保証の履行による損失に備えるた

め、債務保証先の財政状態及び損益状

況を勘案して、損失負担見込額を計上

している。

債務保証引当金

同左

事業整理損失引当金

「佐田建設再建計画」に基づく不動産

事業の分割等に際して負担することが

見込まれる損失に備えるため、その事

業内容等を検討して合理的に見積もら

れる金額を計上している。

事業整理損失引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上している。

なお、会計基準変更時差異は、15年に

よる均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により費用処理し

ている。

数理計算上の差異は、各期の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理すること

としている。

退職給付引当金

同左

なお、会計基準変更時差異は、15年に

よる均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(９年)による定額法により費用処理し

ている。

数理計算上の差異は、各期の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(９年)による定額法によりそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理すること

としている。



 
  

(会計処理の変更) 

 
  

(表示方法の変更) 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっているが、長期大型の工事(工期

が１年を超え、かつ、請負金額が３億

円以上)については、工事進行基準に

よっている。

同左

なお、工事進行基準によった完成工事

高は7,675百万円で、完成工事原価は

7,461百万円である。

なお、工事進行基準によった完成工事

高は9,188百万円で、完成工事原価は

8,759百万円である。

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

同左

８ 消費税及び地方消費税

の会計処理

税抜方式によっている。 同左

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

固定資産の減損に係る会計基準

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）を適用している。

これによる損益に与える影響はない。

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月9日）を適用している。  

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は4,323百万

円である。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成してい

る。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表）

前事業年度までは独立科目で掲記していた前受収益

（当期末残高1百万円）は、金額が僅少となったため、

流動負債の「その他流動負債」に含めて表示すること

に変更した。

（損益計算書）

「保険配当金」は営業外収益の10/100を超えたため、

区分掲記することとした。なお、前事業年度は営業外

収益「その他」に8百万円含まれている。

（貸借対照表）

「未払消費税等」は総資産額の1/100を超えたため、

区分掲記することとした。なお、前事業年度は流動負

債の「その他流動負債」に63百万円含まれている。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ ※１、※６、※７、※８のうち、関係会社に対する

ものは次のとおりである。

※１未収入金 4百万円

※６工事未払金 90

※７未払金 26

※８未成工事受入金 71
 

１ ※１、※２、※６のうち、関係会社に対するものは

次のとおりである。

※１未収入金 23百万円

※２その他流動資産 207

※６工事未払金 108

 

２ 下記の資産は、短期借入金5,140百万円の担保に供

している。

※３建物 1,655百万円

※４土地 2,458

計 4,114

上記の他、運転資金の借入に対して工事代金債権

4,245百万円を債権譲渡担保として差入れている。

 

２ 下記の資産は、短期借入金169百万円の担保に供し

ている。

※３建物 1,663百万円

※４土地 2,781

計 4,445

 

３ 偶発債務

下記の会社等の銀行借入金について保証している。

市川秀一 205百万円

医療法人 
中央群馬脳神経外科病院

72

計 278

 

 

３ 偶発債務

下記の会社等の銀行借入金について保証している。

市川秀一 196百万円

計 196

 

４ ※５長期未収入金の破産債権・更生債権等への振替

長期にわたり回収することとして、「長期未収入

金」に計上していた債権（2,469百万円）の回収が

困難なため、「破産債権、更生債権等」へ振替え

た。なお、これらの債権のうち回収不能と見込まれ

る額に対しては全額貸倒引当金を計上している。

４ 長期未収入金の破産債権・更生債権等への振替

───────

 



 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

５ ※４、※９、※11 事業用土地再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34条)に基づき、事業用の土地の再評価を行

っている。

再評価差額については、改正土地再評価法(平成11

年３月31日改正)第７条第１項及び第２項の規定に

より、当該評価差額に係る税金相当額618百万円を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額861百万円を「土地再評

価差額金」として資本の部に計上している。なお、

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

7条の2第1項の規定により、配当に充当することが

制限されている。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末
における時価と再評価後の帳
簿価額との差額

△636百万円

同法第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布政令第119号)第２条第４号に定める「地価税

法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎

となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定

めて公表した方法により算出した価額」に合理的な

調整を行って算出している。

 

５ ※４、※９、※14 事業用土地再評価

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34条)に基づき、事業用の土地の再評価を行

っている。

再評価差額については、改正土地再評価法(平成11

年３月31日改正)第７条第１項及び第２項の規定に

より、当該評価差額に係る税金相当額618百万円を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額861百万円を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上している。な

お、土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第7条の2第1項の規定により、配当に充当するこ

とが制限されている。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末
における時価と再評価後の帳
簿価額との差額

△734百万円

同法第３条第３項に定める再評価の方法

同左

６ ※10 会社が発行する株式の総数
普通株式 150,000,000株

     発行済株式の総数
普通株式 77,606,166株

７ ※13 自己株式の保有数
普通株式 11,746株

６ 会社が発行する株式の総数

───────

７ 自己株式の保有数

───────

８ 資本の欠損てん補

平成16年６月29日開催の定時株主総会において、下

記の欠損てん補を行っている。

資本準備金 3,113百万円

利益準備金 940

計 4,053

８ 資本の欠損てん補

───────

９ 資本の欠損は669百万円である。 ９ 資本の欠損

───────

10 受取手形割引高は443百万円である。 10 受取手形割引高は387百万円である。

11 ※12 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が1百万円増加

している。なお、当該金額は商法施行規則第124条第

3号の規定により、配当に充当することが制限されて

いる。

11 配当制限 

───────



(損益計算書関係) 
  

 
  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取りによる増加5,919株 

  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ ※１、※２のうち、関係会社に対するものは次のと

おりである。

※１完成工事高 549百万円

※２完成工事原価 955

１ ※１、※２のうち、関係会社に対するものは次のと

おりである。

※１完成工事高 444百万円

※２完成工事原価 947

２ ※３ 前期損益修正益の内訳は、次のとおりであ

る。

過年度工事原価減少額 49百万円

その他 13

計 63

２ ※３ 前期損益修正益の内訳は、次のとおりであ

る。

過年度工事原価減少額 25百万円

その他 2

計 28

３ ※４ 前期損益修正損の内訳は、次のとおりであ

る。

過年度工事原価増加額 26百万円

その他 27

計 53

３ ※４ 前期損益修正損の内訳は、次のとおりであ

る。

過年度工事原価増加額 10百万円

その他 1

計 12

４ ※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであ

る。

建物 1百万円

構築物 0

車両運搬具 0

備品 2

計 4

４ ※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであ

る。

───────

５ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、軽

微である。

５ 販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、軽

微である。

６ ※６ 独占禁止法に基づく課徴金等である。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 11,746 5,919 ─ 17,665



(リース取引関係) 
  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

備品 62 41 21

ソフト
ウエア

17 9 8

合計 80 50 29

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

備品 49 10 38

ソフト
ウエア

89 14 75

合計 138 24 114

 なお、取得価額相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低いため財

務諸表等規則第８条の６第２項の規

定に基づき、支払利子込み法により

算定している。

同左

未経過リース料期末残高相当

額

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 8百万円

１年超 21

計 29

 なお、未経過リース料期末残高相当

額は有形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高の割合

が低いため財務諸表等規則第８条の

６第２項の規定に基づき、支払利子

込み法により算定している。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 29百万円

１年超 84

計 114

同左

③ 当期の支払リース料、減価償却費

相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 11

③ 当期の支払リース料、減価償却費

相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。

(減損会計について）

リース資産に配分された減損損失は

ないため、項目等の記載は省略して

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損会計について）

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 貸倒引当金 3,360百万円

 工事損失引当金 19

 債務保証引当金 146

事業整理損失引当金 210

 投資有価証券・会員権評価損 33

 退職給付引当金 648

 その他 83

繰延税金資産小計 4,501

 評価性引当額 △4,501

繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 1

繰延税金負債合計 1

繰延税金負債の純額 1

 
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 3,377百万円

工事損失引当金 17

債務保証引当金 137

事業整理損失引当金 138

投資有価証券・会員権評価損 39

退職給付引当金 727

その他 147

繰延税金資産小計 4,586

評価性引当額 △4,586

繰延税金資産合計 ─

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 0

繰延税金負債合計 0

繰延税金負債の純額 0

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

(調整)

永久に損金に算入されない項目 1.0

住民税均等割等 3.4

評価性引当額 △80.5

その他 38.0

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率

2.3

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

(調整)

永久に損金に算入されない項目 1.4

永久に益金に算入されない項目 △4.6

住民税均等割等 6.0

評価性引当額 △37.2

税効果会計適用後の
法人税等の負担率

6.0



(企業結合等関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
（注）算定上の基礎 

  １．１株当たり純資産額 

 
  
  ２．１株当たり当期純利益 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項なし。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 52.65円 １株当たり純資産額 55.72円

１株当たり当期純利益 8.48円 １株当たり当期純利益 3.09円

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益に
ついては、潜在株式
がないため記載して
いない。

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益に
ついては、潜在株式
がないため記載して
いない。

項目
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度 

（平成19年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額 ─百万円 4,323百万円

普通株式に係る純資産額 ─百万円 4,323百万円

差額の主な内訳 ─百万円 ─百万円

普通株式の発行済株式数 ─千株 77,606千株

普通株式の自己株式数 ─千株 17千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数 ─千株 77,588千株

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 613百万円 240百万円

普通株式に係る当期純利益 613百万円 240百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 該当事項なし 該当事項なし

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─百万円 ─百万円

普通株式の期中平均株式数 72,429千株 77,591千株



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)
その他有価証券

首都圏新都市鉄道㈱ 2,000 100

㈱群馬ロイヤルホテル 57,500 57

㈱上毛新聞社 5,000 45

㈱群馬建設会館 30,000 15

㈱エフエム群馬 240 12

中部国際空港㈱ 160 8

群馬テレビ㈱ 13,800 6

前橋運輸㈱ 5,040 5

関越ハイウェーサービス㈱ 7,500 3

㈱ぐんま産業高度化センター 400 3

その他（14銘柄） 172,309 9

計 293,949 265



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)当期の増加の主な内訳は以下のとおりである。 

1. 建物の増加      新アスファルトプラント建設費用他  152百万円 

2. 機械装置の増加    新アスファルトプラント建設費用他  213百万円 

3. 土地の増加      新アスファルトプラント他建設用地  323百万円 

4. 建設仮勘定の増加   新アスファルトプラント建設費用他  433百万円 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注)※１ 実績繰入率による洗替差額10百万円及び返済等による取崩額6百万円である。 

  ※２ 実績繰入率による洗替差額である。 

  ※３ 支給額見直しによる取崩額である。 

  ※４ 債務一部返済による取崩額である。 

  ※５ 再建計画実施費用削減による取崩額である。 

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却累 
計額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 3,801 164 ─ 3,966 2,218 73 1,748

 構築物 95 71 1 165 90 7 74

 機械装置 179 213 135 257 75 34 181

 車両運搬具 136 ─ 1 134 122 3 11

 工具器具 32 13 8 37 23 2 13

 備品 206 1 27 180 135 1 44

 土地 2,458 323 ─ 2,781 ─ ─ 2,781

 建設仮勘定 337 433 771 ─ ─ ─ ─

有形固定資産計 7,247 1,221 947 7,521 2,666 123 4,855

無形固定資産

 ソフトウェア 9 10 0 19 4 1 15

 電話加入権 29 ─ ─ 29 ─ ─ 29

無形固定資産計 38 10 0 48 4 1 44

長期前払費用 13 13 2 25 7 1 18

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 8,680 164 105 ※１    17 8,723

完成工事補償引当金 3 3 1 ※２    2 3

賞与引当金 78 192 66 ※３    11 192

工事損失引当金 49 32 37 ─ 43

債務保証引当金 361 ─ ─ ※４    20 341

事業整理損失引当金 520 ─ 64 ※５   114 341



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

Ａ 資産の部 

(イ)現金預金 

  

 
  

(ロ)受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 33

預金

当座預金 2,591

普通預金 1,205

別段預金 0

定期預金 20

計 3,817

合計 3,851

相手先 金額(百万円)

㈱山田製作所 721

彩光建設㈱ 51

㈱ロード 17

㈱ジーエス・ユアサインダストリー 8

日本アルシー㈱ 3

その他 11

合計 813

決済月 金額(百万円)

平成19年４月 12

    ５月 9

    ６月 758

    ７月 24

    ８月 8

合計 813



(ｃ) 割引手形の決済月別内訳 

  

 
  

(ハ)完成工事未収入金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 滞留状況 

 
  

(ニ)未成工事支出金 

  

 
(注) 期末残高の内訳は次のとおりである。 

 
  

決済月 金額(百万円)

平成19年４月 387

合計 387

相手先 金額(百万円)

㈱ノバック 1,278

国土交通省 1,017

㈱山田製作所 702

東日本高速道路㈱ 610

東京都 455

その他 4,919

合計 8,984

平成19年３月期計上額 8,725百万円

平成18年３月期以前計上額 258

計 8,984

期首残高 
(百万円)

当期支出額 
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

期末残高 
(百万円)

2,644 32,982 33,989 1,637

材料費 130百万円

外注費 1,140

経費 366

 計 1,637



(ホ)破産債権、更生債権等 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱佐田住宅センター 4,984

丸徳興業㈱ 949

ケイ・アイビルディング㈱ 723

㈱マツバラ 577

国分寺建設㈱ 508

その他 1,208

合計 8,952



Ｂ 負債の部 

(イ)支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 決済月別内訳 

  

 
  

(ロ)工事未払金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱吉田鉄工所 276

㈱ヒロタ 216

三洋関東設備機器㈱ 153

丸藤シートパイル㈱ 152

ＯＳ工業㈱ 77

その他 3,437

合計 4,312

決済月 金額(百万円)

平成19年４月 908

    ５月 2,168

    ６月 1

    ７月 1,234

合計 4,312

相手先 金額(百万円)

㈱関電工 315

清水建設㈱ 292

三洋関東設備機器㈱ 273

㈱ヤマト 141

㈱鴻池組 118

その他 4,121

合計 5,262



(ハ)短期借入金 

  

 
  

(ニ)未成工事受入金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  

借入先 金額(百万円)

㈱足利銀行 1,556

㈱みずほ銀行 425

㈱東和銀行 207

㈱群馬銀行 169

合計 2,358

期首残高 
(百万円)

当期受入額 
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

期末残高 
(百万円)

2,937 35,009 35,752 2,194



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)１単元未満株式買取請求に伴う手数料は、以下の算式により１単元当たりの金額を算出し、これを買取った単 

元未満株式の数で按分した金額とする。 

(算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき              1.150％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき        0.900％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき       0.700％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき      0.575％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき      0.375％ 

(円未満の端数を生じた場合には切捨てる。) 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

  ２当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券、 
ただし、100株未満の株数を表示する株券を発行することができる。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 新券１枚につき 200円

  株券喪失登録 
株券喪失登録申請料 
株券登録料

 
１件につき8,600円 
１枚につき 500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済
新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。 
http://www.satakensetsu.co.jp/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間において、関東財務局長に提出した証券取引法

第25条第１項各号に掲げる書類は、次のとおりである。 

  

１ 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成13年６月29日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書 

                        平成18年５月26日に関東財務局長に提出 

２ 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成14年６月28日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書 

                        平成18年５月26日に関東財務局長に提出 

３ 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成15年６月30日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書 

                        平成18年５月26日に関東財務局長に提出 

４ 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成16年６月30日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書 

                        平成18年５月26日に関東財務局長に提出 

５ 有価証券報告書の訂正報告書 

  平成17年６月30日に提出した有価証券報告書に係る訂正報告書 

                        平成18年５月26日に関東財務局長に提出 

６ 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第57期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

                        平成18年６月30日に関東財務局長に提出 

７ 半期報告書 

  事業年度 第58期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

                        平成18年12月12日に関東財務局長に提出 

８ 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号（債権の取立不能のおそれ）の規定に

基づく臨時報告書を平成19年３月30日に関東財務局長に提出。 

  



該当事項なし。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

佐 田 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐田建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐田建設株式会

社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

佐 田 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐田建設株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐田建設株式会

社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記事項 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より役員賞与に関する会計基準を適用し連結財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 上 由 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

佐 田 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐田建設株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐田建設株式会社の

平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 山   豁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

佐 田 建 設 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている佐田建設株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第５８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、佐田建設株式会社の

平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 上 由 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 福 原 正 三 
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